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平成 18 年９月期  第 1 四半期財務・業績の概況（連結） 
                                                    平成 18 年２月９日            

上場会社名 株式会社ネットプライス （コード番号：３３２８ 東証マザーズ）

（ＵＲＬ http://www.netprice.co.jp/ ）   
問 合 せ 先      代表者役職・氏名 代表取締役社長兼最高経営責任者 佐藤輝英 
         責任者役職・氏名 取締役兼執行役員経営本部長    新宮浩 

ＴＥＬ：03（5739）3360       

 
１．四半期連結財務情報の作成等に係る事項 
① 四半期連結財務諸表の作成基準 ： 中間連結財務諸表作成基準 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有 
  持分法（新規） １社 ㈱アミューズボックス  
④ 会計監査人の関与 ： 有 
   四半期連結財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開
示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基
準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
 

(1) 連結経営成績の進捗状況 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期） 
純 利 益       

         百万円      ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 百万円 ％

18 年９月期第 1四半期 3,373 57.2 114 20.2 135 39.8 67 27.9

17 年９月期第 1四半期 2,146 － 96 － 96 － 52 －

(参考)17 年９月期 10,655 413 402  149 

  
 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後          
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭

18 年９月期第 1四半期 631 89 628 95

17 年９月期第 1四半期 515 18 507 16

(参考)17 年９月期 1,445 72 1,374 24

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．平成 18 年９月期第 1四半期財務・業績の概況（平成 17 年 10 月１日～平成 17 年 12 月 31 日） 
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［連結経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 
 
当第１四半期連結会計期間（自 平成 17 年 10 月 1 日 至 平成 17 年 12 月 31 日）における国内のインターネット

関連業界は、前事業年度に引き続き、ブロードバンドインターネットを中心とした成長が進みました。平成 17 年 9

月末現在のブロードバンドの利用者数（DSL（Digital Subscriber Line）サービス、FTTH（Fiber To The Home）サー

ビス、CATV インターネットの利用者数の合計）は、2,100 万人を超え、前年比 21.3%増の飛躍的な拡大を続けており

ます。あわせて、平成 17 年６月末現在のモバイルインターネットの利用者数も 8,800 万人を超え（前年比 5.9%増）、

これらインターネットユーザー数の拡大と共に、当社の属する EC（Eコマース）市場につきましては、今後も更なる

拡大が見込まれます。 

 このような環境の中、当社は新規提携メディアの開拓を進めるとともに、販売顧客層を広げるため取り扱い商品を

拡充させ、また媒体特性に合わせた掲載商品の選定を行ってまいりました。 

これらの施策により、当第１四半期の売上高は、3,373,916 千円となり、利益面に関しては、新システム構築及び

広告宣伝費、人材採用を中心とした先行投資があったものの、経常利益 135,425 千円を計上いたしました。また、第

1四半期純利益に関しましては、67,694 千円となりました。 

 

事業区分別の業績は、次のとおりであります。 
 
① モバイルコマース事業 

「モバイルコマース事業」においては、当社の自社モバイル媒体「ちびギャザ」及び雑誌、ラジオ、モバイルイン

ターネット等の他社媒体との提携に、当社の子会社であります株式会社エムシープラスの運営する「渋谷コレクショ

ン Love Bargain」を加え当社は引き続き新規顧客の積極的な開拓、既顧客による利用頻度（リピート率）の向上に

努め、大きく進展し、当第１四半期における売上高は 1,833,592 千円となりました。 

このうち、㈱エムシープラスの売上高が 257,753 千円計上されております。 

また、モバイルコマース事業の売上高の内訳は、自社モバイル媒体の売上高は 1,339,314 千円、提携媒体の 

売上高は 494,277 千円となっております。 

 

② WEB コマース事業 

 「WEB コマース事業」においては、当社の自社 WEB 媒体「ショッピング＆ギャザリング ネットプライス」及び他

社の WEB・HTML メール・TEXT メール等の媒体との提携に、当社の子会社であります株式会社エムシープラスの運営す

る「Luv Express」を加え「モバイルコマース事業」と同様、新規顧客の積極的な開拓、既存顧客による利用頻度の向

上に努め、大きく進展し、当第１四半期における売上高は 1,471,911 千円となりました。 

このうち、㈱エムシープラスの売上高が 33,666 千円計上されております。 

また、WEB コマース事業の売上高の内訳は、自社 WEB 媒体の売上高は 635,124 千円、提携媒体の売上高は 

836,786 千円となっております。 

 

③ その他の事業 

 「その他の事業」においては、当社の子会社であります株式会社エムシープラスの課金売上等が 43,301 千円、㈱メ

ディアンが運営する無料ポータルサイト（mediaX 事業）においてモバイルサイト構築を行った売上等が 15,263 千円

計上されており、当期の売上高は 68,413 千円となりました。 
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(2) 連結財政状態の変動状況 

 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 
１株当たり 
株 主 資 本      

 百万円 百万円 ％ 円    銭

18 年９月期第 1四半期 4,900 3,167 64.6 29,534 62

17 年９月期第 1四半期 3,952 2,917 73.8 28,390 05

(参考)17 年９月期 4,784 3,096 64.7 28,928 00

 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年９月期第 1四半期 47 △94 2 1,034

17 年９月期第 1四半期 165 △424 － 2,283

(参考)17 年９月期 300 △1,641 △120 1,080

 

［連結財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

 
当第 1四半期における総資産は 4,900,061 千円となり、前連結会計年度比 115,185 千円の増加となりました。 

その主な要因は、事業規模拡大に伴うたな卸資産在庫の増加によるものであります。 

 なお、株主資本は 3,167,056 千円となり、前連結会計年度比 70,603 千円増加しました。 

 

 また、当第１四半期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、45,414 千円減少し、当第１四半期末

では 1,034,826 千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第１四半期連結会計期間において営業活動による資金の増加は、47,082 千円となりました。その主な要因は、増

加要因としましては、税金等調整前当期純利益 135,425 千円、仕入債務の増加 168,569 千円によるものであり、減少

要因としましては、たな卸資産の増加 102,218 千円、法人税等の支払額 211,735 千円であります。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当第１四半期連結会計期間において投資活動による資金の減少は、94,648 千円となりました。その主な要因は、関

係会社株式の取得による支出 45,000 千円、有形固定資産の取得による支出 31,117 千円、無形固定資産の取得による

支出 22,071 千円であります。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当第１四半期連結会計期間において財務活動による資金の増加は、2,151 千円となりました。その主な要因は、株

式の発行による収入 2,901 千円であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



4 

 

 

4

３．平成 18 年９月期の連結業績予想（平成 17 年 10 月１日～平成 18 年９月 30 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

中  間  期       7,028         282         145  

通     期     14,959      713      426 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    4,114 円 16 銭 
 
 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

 
当期(通期)におきましては、インターネット（モバイル・WEB）上でのコマースサービスにおける取り扱い商品

ジャンルの拡充、利用者数の増加、そして新規提携メディアの開拓を積極的に進めてまいりました。当社の属する

EC（Eコマース）の市場は、インターネットの普及による利用者数の増大及び利用者層の多様化、またその利便性

の高さにより堅調に拡大しており、かかる環境のもと、当社は、引き続きインターネット上でのコマースサービス

を中心に、顧客のニーズを捉えた品揃えの充実及び販売力の拡大に努めてまいります。こうした施策により、当期

の売上高は 14,959 百万円、経常利益 713 百万円、当期純利益は 426 百万円となるものと予想しております。 

 

※当第 1 四半期の業績はおおむね予想通りに推移しており、通期の業績予想に関しましては、連結決算短信(平成

17 年 11 月 10 日発表)に記載しました連結業績予想より変更ございません。 

 

 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社において判断したものであります。予想には   

様々な不確定要素が内在しており、実際の業績はこれからの予想数値と異なる場合がありますので、この業績予

想に全面的に依拠して投資等の判断を行うことはお差し控え下さい。 
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４.四半期連結財務諸表等 

(１)四半期連結財務諸表 
①四半期連結貸借対照表   

（単位：千円）

  

 前第１四半期 

(平成16年12月31日現在) 

 

当第１四半期 

(平成17年12月31日現在) 

(参考) 

前連結会計年度の要約貸借対照表

(平成17年９月30日現在) 

期  別

 

 

科  目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

 （ 資 産 の 部 ）  ％ ％   ％

Ⅰ 流 動 資 産     

１. 現 金 及 び 預 金  2,283,073 1,034,826  1,080,240 

２. 受 取 手 形 及 び 売 掛 金  639,880 1,260,052  1,235,655 

３. た な 卸 資 産  48,157 311,648  209,429 

４. そ の 他  38,363 111,873  116,902 

貸 倒 引 当 金  △275 △4,694  △5,647 

 流 動 資 産 合 計  3,009,198 76.1 2,713,705 55.4  2,636,580 55.1

Ⅱ 固 定 資 産※１    

１． 有 形 固 定 資 産    

(１) 建 物 及 び 構 築 物  57,043 62,577  64,235 

(２) 工 具 器 具 備 品  174,133 158,173  153,194 

有 形 固 定 資 産 合 計  231,177 5.9 220,750 4.5  217,430 4.5

２． 無 形 固 定 資 産    

(１) 連 結 調 整 勘 定  － 787,877  809,171 

(２) そ の 他  95,427 183,671  181,311 

無 形 固 定 資 産 合 計  95,427 2.4 971,549 19.8  990,482 20.7

３． 投 資 そ の 他 の 資 産    

(１) 投 資 有 価 証 券  371,880 305,537  305,537 

(２) 関 係 会 社 株 式  － 45,000  － 

(３) 繰 延 税 金 資 産  15,335 49,586  51,017 

(４) 長 期 性 預 金  － 297,207  283,089 

(５) そ の 他  229,544 296,725  300,738 

投資その他の資産合計  616,760 15.6 994,056 20.3  940,383 19.7

 
固 定 資 産 合 計  943,365 23.9 2,186,355 44.6  2,148,296 44.9

 
資 産 合 計  3,952,564 100.0 4,900,061 100.0  4,784,876 100.0
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（単位：千円）

前第１四半期 

(平成16年12月31日現在) 

当第１四半期 

(平成17年12月31日現在)  

(参考) 

前連結会計年度の要約貸借対照表

(平成17年９月30日現在) 

      期  別 

 

 

科  目 
金 額 構成比 金   額 構成比 金  額 構成比

 （ 負 債 の 部 ）  ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債   

 1 .  支払手形及び買掛金  723,148 1,184,279  1,015,709

 ２. 一年内返済予定長期借入金  － 3,000  3,000

 ３. 未 払 金  238,461 367,511  317,315

 ４. 未 払 法 人 税 等  38,863 56,305  222,632

 ５. ポ イ ン ト 引 当 金  － 27,666   24,513

 ６. そ の 他  34,501 70,464  86,190

 流 動 負 債 合 計  1,034,975 26.2 1,709,227 34.9  1,669,362 34.9

Ⅱ 固 定 負 債   

１. 長 期 借 入 金  － 8,500  9,250

２. そ の 他  － 6,821  1,560

 固 定 負 債 合 計  － 15,321 0.3   10,810 0.2

 負 債 合 計  1,034,975 26.2 1,724,548 35.2  1,680,172 35.1

 （少数株主持分）   

 少 数 株 主 持 分  － 8,456 0.2  8,251 0.2

 （ 資 本 の 部 ）   

Ⅰ 資 本 金  1,112,434 28.1 1,154,500 23.5  1,153,049 24.1

Ⅱ 資 本 剰 余 金  971,255 24.6 1,014,067 20.7  1,012,609 21.1

Ⅲ 利 益 剰 余 金  833,898 21.1 998,488 20.4  930,793 19.5

 資 本 合 計  2,917,588 73.8 3,167,056 64.6  3,096,453 64.7

 負債、少数株主持分及び資本合計  3,952,564 100.0 4,900,061 100.0  4,784,876 100.0

    

 

 



7 

 

 

7

②四半期連結損益計算書   
（単位：千円）

前第１四半期 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

（参考） 

前連結会計年度の要約損益計算書

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日) 

期  別 

 

 

 

科  目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

   ％ ％  ％

Ⅰ 売 上 高  2,146,257 100.0 3,373,916 100.0  10,655,911 100.0

Ⅱ 売 上 原 価  1,286,256 59.9 1,951,693 57.8  6,223,289 58.4

 売 上 総 利 益  860,001 40.1 1,422,223 42.2  4,432,622 41.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費※１  764,421 35.6 1,307,349 38.7  4,018,989 37.7

営  業  利  益  95,579 4.5 114,874 3.5  413,633 3.9

Ⅳ 営 業 外 収 益    

１． 
受 取 利 息 85 824  6,341 

２. 受 取 手 数 料 － －  409 

３． ﾃ ﾞ ﾘ ﾊ ﾞ ﾃ ｨ ﾌ ﾞ評価益 － 14,117  － 

４． 新株引受権戻入益 － 0  40 

５． 雑 収 入 1,172 1,257 0.0 6,069 21,011 0.6 5,407 12,198 0.1

Ⅴ 営 業 外 費 用    

１． 投資事業組合運用損 － －  4,462 

２． デリバティブ評価損 － －  16,910 

３． 支 払 利 息 － 82  － 

４． 為 替 差 損 － 127  － 

５． 雑 損 失 － － － 250 460 0.1 1,789 23,162 0.2

経  常  利  益  96,837 4.5 135,425 4.0  402,669 3.8

Ⅵ 特 別 損 失     

１． 固 定 資 産 除 却 損※2 － －  2,400 

２． 移 転 費 用 － －  2,870 

３． 投資有価証券評価損 － － － － － － 86,879 92,150 0.9

税金等調整前四半期(当

期)純利益 
 96,837 4.5 135,425 4.0  310,518 2.9

法人税、住民税及び事業税 36,370 54,172  211,934 
   

   

法 人 税 等 調 整 額 7,522 43,893 2.0 13,352 67,525 2.0 △49,557 162,377 1.5

少 数 株 主 利 益 又 は

少 数 株 主 損 失 （ △ ）
 － 205   △1,698 0.0

四半期(当期)純利益  52,944 2.5 67,694 2.0  149,839 1.4
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③四半期連結剰余金計算書   
（単位：千円）

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至  平成16年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

（参考） 

前連結会計年度の連結剰余金計算書

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日) 

期  別 

 

 

 

科  目 
金    額 金    額 金    額 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 971,255 1,012,609  971,255

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高  

１. 新株引受権の権利行使  － 362 37,734 

２. 新株予約権の権利行使  － － 1,095 1,457 3,620 41,354

Ⅲ 資本剰余金四半期末(期末)残高 971,255 1,014,067  1,012,609

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 780,954 930,793  780,954

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高  

１. 四半期(当期)純利益  52,944 52,944 67,694 67,694 149,839 149,839

Ⅲ 利益剰余金四半期末(期末)残高 833,898 998,488  930,793

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

 

9

④四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円）

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日)

（参考） 

前連結会計年度 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日) 

期  別 

 

 

 

科  目 
金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前四半期(当期)純利益  96,837 135,425 310,518 

減 価 償 却 費  7,623 28,115 92,176 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額  － 21,293 42,587 

貸倒引当金の増加額(減少:△)  12 △953 1,688 

ポ イ ン ト 引 当 金 の 増 加 額  － 3,152 23,553 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  △85 △824 △6,341 

支 払 利 息  － 82 895 

固 定 資 産 除 却 損  － － 2,400 

投 資 事 業 組 合 運 用 損  － － 4,462 

投 資 有 価 証 券 評 価 損  － － 86,879 

デリバティブ評価損益(利益：△)  － △14,117 16,910 

新 株 引 受 権 戻 入 益  － △0 △40 

売 上 債 権 の 増 加 額  △11,241 △24,396 △553,875 

た な 卸 資 産 の 増 加 額  △4,444 △102,218 △64,503 

仕 入 債 務 の 増 加 額  56,532 168,569 261,277 

未 払 金 の 増 加 額  28,113 69,590 69,015 

未払消費税等の増減額（減少：△）  △15,650 △15,636 4,849 

そ の 他  10,263 △10,229 8,291 

小 計  167,962 257,853 300,747 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  82 1,037 3,237 

利 息 の 支 払 額  － △73 △909 

法 人 税 等 の 支 払 額  △2,319 △211,735 △2,394 

営業活動によるキャッシュ・フロー  165,725 47,082 300,681 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

長 期 性 預 金 に よ る 支 出  － － △300,000 

有形固定資産の取得による支出  △31,042 △31,117 △98,368 

無形固定資産の取得による支出  △49,951 △22,071 △121,887 

投資有価証券の取得による支出  △285,000 － △310,000 

出 資 金 の 払 込 に よ る 支 出  － － △30 

敷金・保証金の支払による支出  △57,355 △320 △87,781 

敷金・保証金の返還による収入  － 8,128 － 

保険積立金の支払による支出  － － △34,534 

貸 付 け に よ る 支 出  △4,000 △5,000 △4,000 

貸 付 け の 回 収 に よ る 収 入  2,831 732 54,677 

関係会社株式の取得による支出  － △45,000 △739,892 

 
 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △424,517 △94,648 △1,641,815 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金返済による支出  － △750 △50,400 

長期借入金返済による支出  － － △161,270 

株 式 の 発 行 に よ る 収 入  － 2,901 81,229 

少数株主に対する株式発行による収入  － － 9,950 

財務活動によるキャッシュ・フロー  － 2,151 △120,490 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △258,792 △45,414 △1,461,625 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  2,541,865 1,080,240 2,541,865 

Ⅵ 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の

四 半 期 末 ( 期 末 ) 残 高
※１ 2,283,073 1,034,826 1,080,240 

 
 
 
 
 
 
 
 

tohmatsu
「一年内返済予定長期貸付金」ではないでしょうか？

tohmatsu
「―」を記載してください。

tohmatsu
「その他」に修正願います。（金額的重要性が低いため）

tohmatsu
「△」を削除してください。

tohmatsu
順番を逆にしていただけますでしょうか？
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

      期 別 

 

項 目 

前第１四半期連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年10月１日 

  至 平成17年９月30日) 

１.連結の範囲に関する事

項 

連結子会社の数     ２社 

主要な連結子会社 

株式会社メディアン 

株式会社ネットプライスファ 

イナンス 

連結子会社の数   ４社 

主要な連結子会社 

株式会社メディアン 

株式会社ネットプライスファ

イナンス 

株式会社ネットプライスカー

ド 

株式会社エムシープラス 

連結子会社の数   ４社 

主要な連結子会社 

株式会社メディアン 

株式会社ネットプライスファ

イナンス 

株式会社ネットプライスカー

ド 

株式会社エムシープラス 

 株式会社ネットプライスファ

イナンスにつきましては、当第１

四半期連結会計期間に新規設立し

たことに伴い、当第１四半期連結

会計期間より連結の範囲に含めて

おります。なお、設立日は平成16

年12月27日であります。 

 株式会社ネットプライスファ

イナンスにつきましては、当連結

会計年度に新規設立したことに

伴い、当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。なお、設

立日は平成16年12月27日であり

ます。株式会社ネットプライスカ

ードにつきましては、当連結会計

年度に新規設立したことに伴い、

当連結会計年度より連結の範囲

に含めております。なお、設立日

は平成17年５月24日であります。

株式会社エムシープラスにつき

ましては、当連結会計年度におけ

る株式の取得に伴い、当連結会計

年度より連結の範囲に含めてお

ります。なお、株式の取得日は平

成17年６月10日であります。 

２.持分法の適用に関する

事項 

 持分適用会社     1社 

主要な会社名 

株式会社アミューズボックス 

 

                            

                           

 株式会社アミューズボックスに

つきましては、当四半期連結会計期

間に新規設立したことに伴い、当第

１四半期より持分法の適用範囲に

含めております。なお、設立日は平

成17年11月21日であり、決算日は７

月31日であります。 
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３.連結子会社の事業年度

等に関する事項 

連結子会社の事業年度末と四半

期決算日は一致しております。 

連結子会社のうち、株式会社エ

ムシープラスの四半期連結決算日

は11月30日であります。 

四半期連結財務諸表の作成にあ

たっては、当該連結子会社の決算

日と四半期連結決算日との差は３

ヶ月以内であるため、当該連結子

会社の四半期連結会計期間に係る

財務諸表を基礎として連結を行っ

ております。また、四半期連結決

算日が異なることから生ずる連結

会社間の取引に係る会計記録の重

要な不一致については必要な調整

を行っております。なお、それ以

外の連結子会社の四半期連結会計

期間末と四半期連結決算日は一致

しております。 

連結子会社のうち、株式会社エ

ムシープラスの決算日は８月31日

であります。当該連結子会社の決算

日と連結決算日との差は３ヶ月以

内であるため、当該連結子会社の事

業年度に係る財務諸表を基礎とし

て連結を行っております。  また、

決算日が異なることから生ずる連

結会社間の取引に係る会計記録の

重要な不一致については必要な調

整を行っております。 なお、それ

以外の連結子会社の事業年度末と

連結決算日は一致しております。 
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      期 別 
 
項 目 

前第１四半期連結会計期間
(自 平成16年10月１日 
 至 平成16年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
 至 平成17年12月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日)

４.会計処理基準に

関する事項 

(1)重要な資産の評

価基準及び評価 

方法 

イ 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のないもの 

移動平均法による 

原価法 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ  

                       

ハ たな卸資産 

  商品、貯蔵品 

  個別法による原価法    

イ 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のないもの 

移動平均法による 

原価法 

ただし、投資事業有限責

任組合への出資は、組合等

の財産の持分相当額を有

価証券として計上し、組合

等の営業により獲得した

損益の持分相当額を損益

として計上する方法によ

っております。 

ロ デリバティブ取引 

  時価法 

ハ たな卸資産 

  同左 

イ 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のないもの 

    同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ デリバティブ取引 

  同左 

ハ たな卸資産 

  同左 

（2）重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 15年 

 工具器具備品 

５年～10年 

ロ 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェ

アにつきましては社内に

おける利用見込可能期間

（５年）に基づく定額法 

イ 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

ロ 無形固定資産 

同左 

 

イ 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

ロ 無形固定資産 

同左 
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期 別 
 
項 目 

前第１四半期連結会計期間
(自 平成16年10月１日 
 至 平成16年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
 至 平成17年12月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日)

（3）重要な引当金の

計上基準  

イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため一般債権

につきましては、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等

の特定の債権につきまし

ては個別に回収可能性を

勘案して回収不能見込額

を計上しております。 

 ロ  ポイント引当金 
 

イ  貸倒引当金 

同左 

 
 
 
 
 
 
 
ロ  ポイント引当金 
  ネットプライス会員の将
来のポイント行使による

支出に備えるため、当期に

付与したポイントに対し

利用実績率等に基づき算

出した、翌期以降に利用さ

れると見込まれるポイン

トに対する所要額を計上

しております。 

イ  貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

ロ  ポイント引当金 

同左 

 

(4)リース取引の処

  理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 同左 

(5)その他四半（当

期）連結財務諸

表作成のための

基本となる重要

な事項  

消費税等の会計処理 

税抜方式によっており

ます。 

消費税等の会計処理 

    同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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      期 別 

 

項 目 

前第１四半期連結会計期間
(自 平成16年10月１日 
 至 平成16年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
 至 平成17年12月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日)

５.四半期(当期)連

結キャッシュ・

フロー計算書に

おける資金の範

囲 

四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等

物）は、手許資金、随時引

き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない、

取得日から３か月以内に

償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

資金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクし

か負わない、取得日から３

か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっ

ております。 
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（会計方針の変更） 
固定資産の減損に係る会計基準 

当第 1 四半期会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会平成 14 年 8月 9日)及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第

6号 平成 15 年 10 月 31 日))を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

 

注記事項 

 (連結貸借対照表関係) 

前第１四半期連結会計期間末 
(平成16年12月31日現在) 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成17年12月31日現在) 

前連結会計年度末 
（平成17年９月30日現在） 

※１有形固定資産の減価償却累計額 

           66,689千円 

※１有形固定資産の減価償却累計額 

                     142,623千円 

 

※１有形固定資産の減価償却累計額

125,524千円

 

 

 (連結損益計算書関係) 

前第１四半期連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
 至 平成16年12月31日 

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
  至 平成17年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
 至 平成17年9月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。 

  

給与手当 109,105千円 

広告宣伝費 62,099千円 

販売手数料 97,395千円 

物流費用 202,504千円 

回収手数料 68,409千円 

  

  

  

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。 

  

給与手当 190,433千円 

広告宣伝費 125,966千円 

販売手数料 159,100千円 

物流費用 302,400千円 

回収手数料 93,574千円 

減価償却費 27,988千円 

ポイント引当

金繰入額 

3,111千円 

連結調整勘定

償却額 

21,293千円 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。 

 

給与手当 574,241千円 

広告宣伝費 395,592千円 

販売手数料 457,801千円 

物流費用 962,545千円 

回収手数料 332,076千円 

減価償却費 90,357千円 

ポイント引当

金繰入額 

24,430千円 

連結調整勘定

償却額 

42,587千円 

※２ 

 

 

 

 

※２ ※２ 固定資産除却損の内訳は以下

のとおりであります。  

  
 

建物及び構築物 1,965 千円 

工具器具備品 334 千円 

ソフトウェア 101 千円 

       計 2,400 千円 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前第１四半期連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
 至 平成17年12月31日) 

      前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日) 

※１.現金及び現金同等物の第１四半期

末残高と四半期連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関

係 

(平成16年12月31日現在) 

現金及び預金勘定  2,283,073千円 

現金及び現金同等物  2,283,073千円 

 

※１.現金及び現金同等物の第１四半期

末残高と四半期連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関

係 

(平成17年12月31日現在)

現金及び預金勘定  1,034,826千円 

現金及び現金同等物  1,034,826千円 

 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

 

(平成17年9月30日現在)

現金及び預金勘定  1,080,240千円 

現金及び現金同等物  1,080,240千円 

 

※２．株式の取得により新たに連結子会

社となった会社の資産及び負債の主

な内容 

流動資産 299,374千円

固定資産 43,742千円

連結調整勘定 851,758千円

流動負債 △352,134千円

固定負債 △31,945千円

株式取得価額合計 △810,796千円

現金及び現金同等物 70,904千円

株式取得のための支出 △739,892千円
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(リース取引関係) 

前第１四半期連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
  至 平成17年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
 至 平成17年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１.リース取引の取得価額相当額、減価償 

却累計額相当額及び第１四半期末残高

相当額 
 取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

第１四半

期末残高

相当額 

工具器具 

備品 

千円 

10,031 

千円 

1,138 

千円 

8,892 

合計 10,031 1,138 8,892 

２.未経過リース料第 1四半期末残高相当 

額 

１年内 2,360 千円 

１年超 6,649 千円 

合計 9,010 千円 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び 

支払利息相当額         

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を 

零とする定額法によっております。 

５.利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額 

相当額との差額を利息相当額とし、各期 

への配分方法については、利息法によっ 

ております。 

支払リース料 366 千円 

減価償却費相当額 434 千円 

支払利息相当額 25 千円 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１.リース取引の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び第１四半期末残高

相当額 
 取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

第１四半

期末残高

相当額

工具器具

備品 

千円

35,864

千円

6,834

千円

29,029

合計 35,864 6,834 29,029

２.未経過リース料第 1四半期末残高相当

額 

１年内 8,854 千円 

１年超 20,358 千円 

合計 29,213 千円 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 2,319 千円 

減価償却費相当額 2,239 千円 

支払利息相当額 130 千円 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

５.利息相当額の算定方法 

同左 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１.リース取引の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
  

２.未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 6,522 千円 

１年超 17,634 千円 

合計 24,157 千円 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 4,315 千円 

減価償却費相当額 4,148 千円 

支払利息相当額 284 千円 

４.減価償却費相当額の算定方法  

   同左 

 

５.利息相当額の算定方法 

   同左 

 取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

期末残高

相当額

工具器具

備品 

千円 

28,869 

千円 

4,852 

千円

24,016

合計 28,869 4,852 24,016
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（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券の内容                                     (単位:千円) 

区     分 

前第1四半期連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 

 至 平成16年12月31日) 

当第1四半期連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 

 至 平成17年12月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年10月１日 

 至 平成17年９月30日) 

その他有価証券  

①非上場株式 371,880 285,000 285,000

②投資事業有限責任組合への出資 － 20,537 20,537

合    計 371,880 305,537 305,537

 

 
（デリバティブ取引関係） 

前第 1四半期連結会計期間（自 平成 16 年 10 月１日 至 平成 16 年 12 月 31 日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

当第 1四半期連結会計期間（自 平成 17 年 10 月１日 至 平成 17 年 12 月 31 日） 

種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

市場取引以外の取引 複合金融商品 300,000 297,207 14,117

合計 300,000 297,207 14,117

（注）１．時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

      ２．組込デリバティブについては、時価を合理的に区分して測定できないため、複合金融商品全体を時価評

価し、評価差額を損益に計上しております。 

 

前連結会計年度（自 平成 16 年 10 月１日 至 平成 17 年９月 30 日） 

種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

市場取引以外の取引 複合金融商品 300,000 283,089 △16,910

合計 300,000 283,089 △16,910

 （注）１．時価の算定方法については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

    ２．組込デリバティブについては、時価を合理的に区分して測定できないため、複合金融商品全体を時価評

価し、評価差額を損益に計上しております。 
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（注）１.事業区分の方法       

事業は、商品の通信販売を行うメディアの種類別に区分しております。 
 

２.各区分に属する主要な媒体 

事業区分 主要媒体 

モバイルコマース事業 「ちびギャザ」（自社媒体） 

自社媒体以外のモバイル及び雑誌等提携媒体 

WEBコマース事業 ショッピング＆ギャザリング ネットプライス」（自社媒体） 

自社媒体以外のインターネット及び雑誌等提携媒体 

その他の事業 広告販売等 

 

 
（セグメント情報） 
 
【事業の種類別セグメント情報】 
 
前第1四半期連結会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成16年12月31日） 

 モバイルコ

マース事業 

（千円） 

WEB コ マ ー

ス事業 

（千円） 

その他の事

業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全

社 

（千円） 

連結 

（千円）

売上高及び営業損

益 

  

売上高   

(1)外部顧客に対

する売上高 

1,283,364 862,382 510 2,146,257 ― 2,146,257

(2)セグメント間

の内部売上高又は

振替高 

― ― 3,400 3,400 △3,400 ―

計 1,283,364 862,382 3,911 2,149,657 △3,400 2,146,257

営業費用 1,172,287 780,490 20,314 1,973,092 77,585 2,050,678

営業利益又は営業

損失（△） 

 

111,076 81,891 △16,403 176,564

 

△80,985 95,579
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（注）１.事業区分の方法       

事業は、商品の通信販売を行うメディアの種類別に区分しております。   
 

 ２.各区分に属する主要な媒体 

事業区分 主要媒体 

モバイルコマース事業 「ちびギャザ」「Love Bargain」（自社媒体） 

自社媒体以外のモバイル及び雑誌等提携媒体 

WEBコマース事業 「ショッピング＆ギャザリング ネットプライス」 

「Luv Xpress」（自社媒体） 

自社媒体以外のインターネット及び雑誌等提携媒体 

その他の事業 課金売上、モバイルサイト構築等 

 

 
 
当第1四半期連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年12月31日） 

 モバイルコ

マース事業 

（千円） 

WEBコマース

事業 

（千円） 

その他の

事業 

（千円）

計 

（千円） 

消去又は全

社 

（千円） 

連結 

（千円）

売上高及び営業損

益 

  

売上高   

(1)外部顧客に対

する売上高 

1,833,592 1,471,911 68,413 3,373,916 ― 3,373,916

(2)セグメント間

の内部売上高又は

振替高 

― ― 776 776 △776 ―

計 1,833,592 1,471,911 69,189 3,374,693 △776 3,373,916

営業費用 1,666,015 1,420,842 63,649 3,150,507 108,535 3,259,042

営業利益又は営業

損失（△） 

 

167,576 

 

51,068 5,540 224,186

 

△109,312 114,874
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【所在地別セグメント情報】 

当第１四半期連結会計期間及び前連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重

要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

 当第１四半期連結会計期間及び前連結会計期間において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

 

 

 
前連結会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年9月30日） 

 モバイルコ

マース事業 

（千円） 

WEB コ マ ー

ス事業 

（千円） 

その他の事

業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全

社 

（千円） 

連結 

（千円） 

売上高及び営業損益   

売上高   

(1)外部顧客に対する

売上高 

6,107,880 4,419,160 128,871 10,655,911 ― 10,655,911

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替高 

― ― 5,077 5,077 △5,077 ―

計 6,107,880 4,419,160 133,948 10,660,989 △5,077 10,655,911

営業費用 5,541,214 4,130,048 169,705 9,840,968 401,310 10,242,278

営業利益又は営業損

失（△） 

 

566,666 289,112 △35,757 820,021

 

△406,388 413,633

（注）１.事業区分の方法 

     事業は、商品の通信販売を行うメディアの種類別に区分しております。 
 

   ２.各区分に属する主要な媒体 

事業区分 主要媒体 

モバイルコマース事業 「ちびギャザ」「Love Bargain」（自社媒体） 

自社媒体以外のモバイル及び雑誌等提携媒体 

WEBコマース事業 「ショッピング＆ギャザリング ネットプライス」 

「Luv Xpress」（自社媒体） 

自社媒体以外のインターネット及び雑誌等提携媒体 

その他の事業 課金売上、モバイルサイト構築等 

 

   ３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 前第 1四半

期連結会計

期間（千円）

当第1四半期

連結会計期

間（千円） 

前連結会計

期間 

 （千円）

 

    主な内容 

消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営

業費用の金額 

 

 

80,985 

 

 

109,312

 

 

406,388 

 

経理・総務部門等の管理部

門に係る費用 
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   (１株当たり情報) 

前第１四半期連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
  至 平成16年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
  至 平成17年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 
28,390円05銭 

１株当たり純資産額 
29,534円62銭 

１株当たり純資産額 
       28,928円00銭 

１株当たり第１四半期純利益金額 
515円18銭 

  
１株当たり第１四半期純利益金額 

631円89銭 

１株当たり当期純利益金額 
     1,445円72銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

507円16銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

628円95銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

1,374円24銭 

 当社は、平成16年11月19日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。当該株式分割が前連結

会計年度末に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度の１株当たり情

報については、以下のとおりとなり

ます。 

 

１株当たり純資産額 

        27,874円87銭 

１株当たり当期純利益金額 

                5,013円46銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

                4,935円41銭 

 

  

 

（注）１株当たり第 1 四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり第１四半期(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

期  別 
 
項  目 

前第１四半期連結会計期間
(自 平成16年10月１日 
至 平成16年12月31日)

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
  至 平成17年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

１株当たり第１四半期(当期)純利

益 
   

第１四半期(当期)純利益(千円) 52,944 67,694 149,839 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式に係る第１四半期(当期)

純利益(千円) 
52,944 67,694 149,839 

期中平均株式数(株) 102,768 107,130 103,644 
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  潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
 

 当期純利益調整金額(千円)         ―         ―         ― 

 普通株式増加数(株)               1,626            501         5,391 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要 

― 

 

 

普通株式に対する新株予約

権（新株予約権の数356個）。 

普通株式に対する新株予約

権（新株予約権の数411個）。
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(重要な後発事象) 

 

 

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

 至 平成16年12月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

 至 平成17年12月31日) 

前連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 

 至 平成17年９月30日) 

 
Ⅰ．新株予約権発行の決議について  
  当社は平成16年12月16日開催の第５期定時株主総会

において、商法第280条ノ20および商法第280条ノ21に規

定に基づいて新株予約権を発行する旨の承認を得てお

ります。これ基づき、平成17年１月27日開催の取締役会

において、次のとおり新株予約権を無償にて発行するこ

とを決議いたしました。 

１．株主以外の者に対し特に有利な条件により新株予約

権を発行する理由 

当社及び当社子会社の取締役、監査役および従業員の業

績向上への意欲や士気を一層高めることを狙いとして、

新株予約権を発行いたします。 

２．新株予約権の要領  

(１) 新株予約権の発行日 平成17年１月27日 

(２) 新株予約権の発行数 411個(新株予約権１

個につき普通株式１

株) 

(３) 新株予約権の発行価額 無償 

(４)新株予約権の目的たる株

式の種類および数 

当社普通株式 411株 

(５) 割当を受ける人数および

その内訳 

 

当社の取締役、監査役および

従業員 

87名 

当社子会社の取締役および従

業員 

２名 

(６) 新株予約権行使時に払込

みをすべき金額 

１株当たり 761,000

円 

(７) 新株予約権の行使により

発行または移転される普通株

式発行価額の総額 

312,771,000円 

(８) 新株予約権の行使により

株券を発行する場合の発行価

額のうちの資本組入額 

１株当たり 380,500

円 

(９) 新株予約権の行使期間 平成18年12月16日か

ら平成28年12月15日 

 

  

 

   

 

 
Ⅰ．第三者割当増資による新株発行について 

  

Ⅱ．株式会社エムシープラスにおける第三者割当増資 

  連結子会社である株式会社エムシープラスは、平成 18

年１月 11 日開催の臨時株主総会において、株主以外のも

のに対する新株発行の件につき決議し、新株を発行いた 

しました。 

  これにより当社の株式会社エムシープラスに対する持 

分比率は、90.0％でありましたが、60.0％へ減少し、持 

分変動益が 49,407 千円発生しております。 

   

①発行新株式数 普通株式 1,633 株

②発行価額 1 株につき金 275,500 円

③発行価額の総額 449,891,500 円

④資本組入額 1 株につき金 137,750 円

⑤資本組入額の総額 224,945,750 円

⑥申込期日  平成 18 年 1 月 12 日

⑦払込期日 平成 18 年 1 月 13 日

⑧配当起算日 平成 17 年９月１日

⑨割当先及び株式数 株式会社ﾈｯﾄﾌﾟﾗｲｽ代表取

締役兼最高経営責任者 

佐藤 輝英

⑩資金使途 資本強化のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 当社は、平成 18 年１月 19 日開催の当社取締役会にお

いて、第三者割当による新株式発行に関し、下記のとお

り決議し、新株を発行いたしました。 

①発行新株式数 普通株式 5,000 株

②発行価額 １株につき金 468,000 円

③発行価額の総額 2,340,000,000 円

④資本組入額 １株につき金 234,000 円

⑤資本組入額の総額 1,170,000,000 円

⑥申込期日 平成 18 年２月７日

⑦払込期日 平成 18 年２月７日

⑧配当起算日 平成 17 年 10 月１日

⑨割当先及び株式数 株式会社電通   3,000 株

 株 式会社サイバ

ー・コミュニケーシ

ョンズ   

2,000 株

⑩資金使途  

当該増資に係る資金の使途につきましては、新規事業

開発投資等に充当する予定であります。 

 
Ⅰ．合弁会社設立について 
  当社は、平成 17 年 11 月 10 日開催の取締役会

決議に基づき、株式会社ネクストジャパン(本

社：大阪府吹市、代表取締役社長：長江芳実)と

の業務提携の一環として、本年 11 月 21 日を期

日として合弁会社「株式会社アミューズボック

ス」を設立いたしました。 

 １．合弁会社設立の趣旨 

 当社では、携帯電話およびパソコンからアク

セス可能なインターネット上での通信販売事業

を行っており、自社で運営する WEB・モバイルサ

イト上で雑誌、ラジオ、インターネット、交通

広告等の約 120 の有力提携媒体と連動したショ

ッピングサービスを展開しております。 

  今後、株式会社アミューズボックスを通じて

600 万人を超える大規模会員組織「JJCLUB100」

と連動した新たなショッピングサービスを開始

することで、商品販売チャネルの更なる拡大を

図ると同時に、商品の申し込みが増えるほどに

価格が安くなる販売方式「ギャザリング」の効

果を増加させることにより、インターネットを

通じた新たな流通スタイルの構築を目指しま

す。 

 ２．合弁会社の概要  

 (１)商 号 

        株式会社アミューズボックス 

 (２)代表者       

代表取締役社長   佐藤輝英 

                     （当社代表取締役社長）

                      代表取締役副社長 渡邊

一正

                     （株式会社ネクストジャパ

ン取

            締役上席副社長）

 (３)設立年月日       

 平成 17 年 11 月 21 日 

 (４)主な事業の内容   

携帯電話およびパソコンインターネッ

ト上でのショッピングサービス事業な

らびにオンラインアミューズメント事

業 

 (５)役員構成    

代表者は上記２名が兼務。他取締役は両

社よりそれぞれ１名ずつの選出とし、監

査役は株式会社ネクストジャパンから

の選出といたします。 

 (６)資 本 の 額     

  90 百万円 

 (７)発行株式総数    

  1,800 株

(８)株主構成および 所有割合 

株式会社ネットプライス 

50.0％

株式会社ネクストジャパン 

50.0％ 



  
  
 
 
 
 

平成 18 年 9 月期  第 1 四半期財務・業績の概況（個別） 
                                                平成 18 年２月９日 

上場会社名 株式会社ネットプライス （コード番号：３３２８ 東証マザーズ）

（ＵＲＬ http://www.netprice.co.jp/ ）   

問 合 せ 先      代表者役職・氏名 代表取締役社長兼最高経営責任者 佐藤輝英 
         責任者役職・氏名 取締役兼執行役員経営本部長   新宮 浩 

ＴＥＬ：03（5739）3360 （代表）     

            
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
① 四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準 
② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 会計監査人の関与 ： 有 
   四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等
に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」
に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 18 年９月期第１四半期財務・業績の概況（平成 17 年 10 月１日～平成 17 年 12 月 31 日） 
(1) 経営成績の進捗状況 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期）
純 利 益      

 百万円   ％ 百万円   ％      百万円  ％ 百万円   ％

18 年９月期第 1四半期 3,020 40.7 160 43.7 179 58.6 108 56.4

17 年９月期第 1四半期 2,145 ― 111 ― 113   ― 69 ―

(参考)17 年９月期 10,079 559 548  304

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 
 円    銭

18 年９月期第 1四半期 1,012 74

17 年９月期第 1四半期 5,128 86

(参考)17 年９月期 2,942 68

 （注） 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
 
 
(2) 財政状態の変動状況 

 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 
１株当たり 
株 主 資 本      

 百万円 百万円 ％ 円    銭

18 年９月期第 1四半期 4,909 3,374 68.7 31,466 47

17 年９月期第 1四半期 3,977 2,945 74.0 27,983 90

(参考)17 年９月期 4,803 3,262 67,9 30,482 15
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３．平成 18 年９月期の業績予想（平成 17 年 10 月１日～平成 18 年９月 30 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 6,242 352 219 0 00 － － － －

通 期 13,039 776 510 － － 0 00 0 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   4,926 円 10 銭 

 

(注)１．上記の金額には消費税等は含んでおりません。 

  ２．当第 1四半期の業績は概ね予想通りに推移しており、通期の業績予想に関しましては、決算短信(平成 17 年 11 

月 10 日発表)に記載しました業績予想より変更ございません。 

３．業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社において判断したものであります。予想には

様々な不確定要素が内在しており、実際の業績はこれからの予想数値と異なる場合がありますので、この業績予

想に全面的に依拠して投資等の判断を行うことはお差し控え下さい。 
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４．四半期財務諸表等    

①四半期貸借対照表  （単位：千円）

期  別

 

 

科 目

前第１四半期会計期間末 

(平成16年12月31日現在) 

当第１四半期会計期間末 

(平成17年12月31日現在) 

（参考） 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成17年９月30日現在) 

 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金額 構 成 比

（資産の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産   

 １.現 金 及 び 預 金  2,135,453  949,175   997,031

２.売 掛 金  639,350 1,195,638  1,172,337

３.た な 卸 資 産  48,021 145,958  83,337

４.そ の 他  43,473 113,744  120,826

 ５.貸 倒 引 当 金  △275 △1,088  △522

６. 流 動 資 産 合 計  2,866,024 72.1 2,403,428 49.0  2,373,011 49.4

Ⅱ 固 定 資 産   

(1) 有 形 固 定 資 産 ※1   

 １. 建 物  52,779 51,203  53,108

 ２. 工 具 器 具 備 品  167,995 152,695  147,257

 有 形 固 定 資 産 合 計  220,774 5.6 203,898 4.2  200,365 4.2

(2) 無 形 固 定 資 産  89,403 2.2 149,842 3.0  145,143 3.0

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産   

 １. 投 資 有 価 証 券  371,880 305,537  305,537

 ２. 関 係 会 社 株 式  200,000 1,055,796  1,010,796

 ３. 長 期 性 預 金  ― 297,207  283,089

 ４. 繰 延 税 金 資 産  15,335  49,382  50,779

 ５. そ の 他  213,997  444,674  435,023

 投資その他の資産合計  801,213 20.1 2,152,597 43.8  2,085,226 43.4

 固 定 資 産 合 計  1,111,391 27.9 2,506,339 51.0  2,430,735 50.6

 資 産 合 計  3,977,415 100.0 4,909,767 100.0  4,803,747 100.0
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（単位：千円）

期  別

 

 科  目 

前第１四半期会計期間末 

(平成16年12月31日現在) 

当第１四半期会計期間末 

(平成17年12月31日現在) 

（参考） 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成17年９月30日現在) 

 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（負債の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債   

  １. 買 掛 金  723,148 1,094,047  956,419

  ２. 未 払 金  235,925 286,622  260,184

  ３. ポ イ ン ト 引 当 金  ― 26,305  23,193

  ４. そ の 他※2  73,101 113,032  285,593

 流 動 負 債 合 計  1,032,176 26.0 1,520,008 31.0  1,525,390 31.8

Ⅱ 固 定 負 債   

   １. 預 り 保 証 金      ― 15,547  15,547

 固 定 負 債 合 計     ― ― 15,547 0.3  15,547 0.3

 負 債 合 計  1,032,176 26.0 1,535,555 31.3  1,540,938 32.1

 （資本の部）   

Ⅰ 資 本 金  1,112,434 27.9 1,154,500 23.5  1,153,049 24.0

Ⅱ 資 本 剰 余 金   

１. 資  本  準  備  金 971,255 1,014,067 1,012,609  

 資 本 剰 余 金 合 計  971,255 24.4 1,014,067 20.6  1,012,609 21.1

Ⅲ 利 益 剰 余 金   

  １． 第１四半期(当期)未処分利益 861,549 1,205,644 1,097,149 

 利 益 剰 余 金 合 計  861,549 21.7 1,205,644 24.6  1,097,149 22.8

 資  本  合  計  2,945,239 74.0 3,374,212 68.7  3,262,809 67.9

 負 債 ・ 資 本 合 計  3,977,415 100.0 4,909,767 100.0  4,803,747 100.0
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②四半期損益計算書  
（単位：千円）

期  別

 

 

科 目

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

（参考） 

前事業年度の要約損益計算書 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日)

 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

    ％ ％  ％

Ⅰ 売 上 高  2,145,746 100.0 3,020,110 100.0  10,079,451 100.0

Ⅱ 売 上 原 価  1,283,751 59.8 1,784,781 59.1  5,931,640 58.8

 売 上 総 利 益  861,994 40.2 1,235,328 40.9  4,147,811 41.2

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ※１  750,012 35.0 1,074,410 35.6
 3,588,576 35.7

 営  業  利  益  111,982 5.2 160,918 5.3  559,234 5.5

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※２  1,256 0.0 18,757 0.7  11,233 0.1

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※３  ― ― 127 0.1  21,615 0.1

 経  常  利  益  113,238 5.2 179,548 5.9  548,852 5.5

Ⅵ 特 別 損 失 ※４  ― ― ― ―  89,135 0.9

 税引前第１四半期(当期)純利益  113,238 5.2 179,548 5.9  459,717 4.6

 法人税、住民税及び事業税 36,325 53,987 211,484 

 法 人 税 等 調 整 額 7,522 43,848 2.0 17,066 71,054 2.3 △56,758 154,726 1.6

 第１四半期(当期)純利益  69,390 3.2 108,494 3.6  304,990 3.0

 前 期 繰 越 利 益  792,158 1,097,149  792,158

 第１四半期(当期)未処分利益  861,549 1,205,644  1,097,149
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

期  別 

 

項  目 

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

前事業年度 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日) 

１.資産の評価基準及び評価方法  (１)有価証券 

子会社株式 

  移動平均法による原価法 

その他の有価証券 

    時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 

 

 

 

 

 

(２)    

 

(１)有価証券 

子会社株式 

     同左 

その他の有価証券 

    時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

ただし、投資事業有限責任組合への

出資は、組合等の財産の持分相当額を

有価証券として計上し、組合等の営業

により獲得した損益の持分相当額を

損益として計上する方法によってお

ります。 

 (２)デリバティブ取引 

    時価法 

(１)有価証券 

  子会社株式  

同左 

 その他の有価証券 

時価のないもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

(２) デリバティブ取引 

同左 

 (３)たな卸資産 

商品、貯蔵品 

 個別法による原価法 

(３)たな卸資産 

商品、貯蔵品 

同左 

(３) たな卸資産 

商品、貯蔵品 

同左 

２.固定資産の減価償却の方法 (１)有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

 建    物      15年 

 工具器具備品   5年～10年 

(２)無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアにつき 

ましては社内における利用見込可 

能期間(５年)に基づく定額法 

(１)有形固定資産 

            同左 

 

 

 

 

(２)無形固定資産 

同左 

(１)有形固定資産 

            同左 

 

 

 

 

(２)無形固定資産 

同左 

 

 

３.引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権につきましては、

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

の特定の債権につきましては個別

に回収可能性を勘案して回収不能

見込額を計上しております。 

(２)       

       

(１) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 (２)ポイント引当金 

 ネットプライス会員の将来のポイン

ト行使による支出に備えるため、当期

に付与したポイントに対し利用実績率

等に基づき算出した、翌期以降に利用

されると見込まれるポイントに対する

所要額を計上しております。 

(１)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 (２)ポイント引当金   

        同左 
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４.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 同左 

５.その他四半期財務諸表(財務諸表)

作成のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 

 
   （会計方針の変更）

 

固定資産の減損に係る会計基準 

当第 1 四半期会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成 14 年 8 月 9 日)及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第 6 号 平成 15 年 10 月 31 日))を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 

 
注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 

前第１四半期会計期間末 

(平成16年12月31日現在)        

当第１四半期会計期間末 

(平成17年12月31日現在) 

前事業年度末 

（平成17年９月30日現在） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

 66,022千円 

※１  有形固定資産の減価償却累計額  

137,706千円 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

            121,496千円 

※２ 消費税等の取扱い      

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺 

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動   

負債の「その他」に含めて表示しております。 

 

※２ 消費税等の取扱い      

  同左 

※２ 消費税等の取扱い      

      

 

(四半期損益計算書関係) 

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

前事業年度 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日) 

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産      5,255千円 

無形固定資産        1,669千円 

※１ 減価償却実施額        

    有形固定資産       16,209千円

無形固定資産          8,677千円

※１ 減価償却実施額        

      有形固定資産      61,272千円 

      無形固定資産        23,407千円 

※２  

 

 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

     受取利息         1,570千円

      デリバティブ評価益     14,117千円

 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

      受取利息         7,099千円 

          雑収入           3,685千円 

※３  ※３   ※３ 営業外費用のうち主要なもの 

        投資事業組合運用損    4,462千円 

          デリバディブ評価損    16,910千円 

※４    ※４  ※４ 特別損失のうち主要なもの 

          移転費用         1,820千円  

        投資有価証券評価損    86,879千円 
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(リース取引関係) 

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成16年12月31日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

至 平成17年12月31日) 

前事業年度 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外 

のファイナンス・リース取引 

 

１. リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及 

び第１四半期末残高相当額 

 

 取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

第 1四半

期末残高

相当額 

工具器具

備品 

千円 

10,031 

千円 

1,138 

千円 

8,892 

合計 10,031 1,138 8,892 

 

２.未経過リース料第１四半期末残高相当額 

１年内 2,360 千円 

１年超 6,649 千円 

合計 9,010 千円 

 

 

３. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

支払リース料 366 千円 

減価償却費相当額 434 千円 

支払利息相当額 25 千円 

 

 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 

５.利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価格相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以 

外のファイナンス・リース取引 

 

１.リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び第１四半期末残高相当額 

 

 取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

第 1四半

期末残高

相当額 

工具器具

備品 

千円 

  13,434 

千円 

4,500 

千円 

8,933 

合計   13,434 4,500 8,933 

 

２.未経過リース料第１四半期末残高相当額 

１年内 3,529 千円 

１年超 5,520 千円 

合計 9,049 千円 

                        

 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

支払リース料 921 千円 

減価償却費相当額 884 千円 

支払利息相当額 51 千円 

             

 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

５.利息相当額の算定方法 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

 

１.リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 

及び期末残高相当額 

 

 

取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

期末残高

相当額 

工具器具

備品 

千円 

13,434 

千円 

3,615 

千円 

9,818 

合計 13,434 3,615 9,818 

 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,509 千円 

１年超 6,410 千円 

合計 9,920 千円 

                                 

 

３.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

支払リース料 3,030 千円 

減価償却費相当額 2,912 千円 

支払利息相当額 196 千円 

 

                    

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

５.利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(デリバティブ取引関係) 

 四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

   

（持分法損益等） 

 四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 

 

前第１四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

  至 平成16年12月31日) 

 

当第１四半期会計期間 

(自 平成17年10月１日 

  至 平成17年12月31日) 

前事業年度 

(自 平成16年10月１日 

  至 平成17年９月30日) 

(1)新株予約権発行の決議について  
当社は平成 16年 12月 16日開催の第５期
定時株主総会において、商法第 280 条ノ 20
および商法第 280 条ノ 21 に規定に基づいて
新株予約権を発行する旨の承認を得ておりま

す。これ基づき、平成 17年１月 27日開催の
取締役会において、次のとおり新株予約権を

無償にて発行することを決議いたしました。 
 
①株主以外の者に対し特に有利な条件により

新株予約権を発行する理由  
当社及び当社子会社の取締役、監査役および

従業員の業績向上への意欲や士気を一層高め

ることを狙いとして、新株予約権を発行いた

します。 
 
②新株予約権の要領 
新株予約権の発行日 平成 17年１月 27日 
新株予約権の発行数 411個(新株予約権１個 
につき普通株式１株) 
新株予約権の発行価額  無償 
新株予約権の目的たる株式の種類および数 
当社普通株式 411株 
割当を受ける人数およびその内訳 
当社の取締役、監査役および従業員  87名 
当社子会社の取締役および従業員    ２名 
新株予約権行使時に払込みをすべき金額 

１株当たり 761,000円 
新株予約権の行使により発行または移転され

る普通株式発行価額の総額      
312,771,000円 

新株予約権の行使により株券を発行する場合

の発行価額のうちの資本組入額  
１株当たり 380,500円 

新株予約権の行使期間 
平成 18 年 12 月 16 日から平成 28 年
12月 15日 

 
 

 

 

 

 

 

(1) 第三者割当増資による新株発行について 
当社は、平成 18年１月 19日開催の当社取締 

役会において、第三者割当による新株式発行に 
関し、下記のとおり決議し、新株を発行いたしま 
した。 

 
       
     
     
 
  
 
 
 
 

 
   

   
     

 
 
 
 
 
 
 
 

①発行新株式数 普通株式 5,000株 
②発行価額 １株につき金 468,000円 
③)発行価額の総額 2,340,000,000円 
④資本組入額 １株につき金 234,000円 
⑤資本組入額の総額 1,170,000,000円 
⑥申込期日 平成 18年２月７日 
⑦払込期日 平成 18年２月７日 
⑧配当起算日 平成 17年 10月１日 
⑨割当先及び株式数 株式会社電通   3,000株 
 株式会社サイバ

ー・コミュニケー

ションズ   

2,000株 

⑩資金使途  
当該増資に係る資金の使途につきましては、新 

規事業開発投資等に充当する予定であります。 

(1) 合弁会社設立について 
  当社は、平成 17年 11月 10日開催の取締役会決
議に基づき、株式会社ネクストジャパン(本社：大
阪府吹市、代表取締役社長：長江芳実)との業務提
携の一環として、本年 11 月 21 日を期日として合
弁会社「株式会社アミューズボックス」を設立いた

しました。 
 
 ① 合弁会社設立の趣旨 
 当社では、携帯電話およびパソコンからアクセス

可能なインターネット上での通信販売事業を行っ

ており、自社で運営するWEB・モバイルサイト上
で雑誌、ラジオ、インターネット、交通広告等の約

120 の有力提携媒体と連動したショッピングサー
ビスを展開しております。 
  今後、株式会社アミューズボックスを通じて 600
万人を超える大規模会員組織「JJCLUB100」と連
動した新たなショッピングサービスを開始するこ

とで、商品販売チャネルの更なる拡大を図ると同時

に、商品の申し込みが増えるほどに価格が安くなる

販売方式「ギャザリング」の効果を増加させること

により、インターネットを通じた新たな流通スタイ

ルの構築を目指します。  
 
 ② 合弁会社の概要  
 (１)商 号        株式会社アミューズボックス  
 (２)代表者       代表取締役社長   佐藤輝英  
                         （当社代表取締役社長） 
                 代表取締役副社長 渡邊一正 
                         （株式会社ネクストジャパン取 

締役上席副社長） 
 (３)設立年月日   平成 17年 11月 21日  
 (４)主な事業の   携帯電話およびパソコンイン 
内容     ターネット上でのショッピン 

グサービス事業ならびにオン 
ラインアミューズメント事 
業  

  (５)役員構成         代表者は上記２名が兼務。他取 
締役は両社よりそれぞれ１名ず 
つの選出とし、監査役は株式会 
社ネクストジャパンからの選出 
といたします。 

  (６)資 本 の 額                      90百万円  
  (７)発行株式総数                    1,800株  
  (８)株主構成および  株式会社ネットプライス 
       所有割合                                    50.0％  

 


	060209_ir_0609tanshin_parent.pdf
	060209_ir_0609tanshin_parent.pdf
	①四半期貸借対照表
	②四半期損益計算書
	（
	注記事項
	(四半期貸借対照表関係)



